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一般質問通告書(平成 26年 3月定例会) 

氏 名・質問事項・答弁先 質  問  要  旨  

1  1番 佐川 典子 

1 8020運動を推進し、20歳から無料

の歯科検診をしては 

   （町 長） 

 「80歳になっても 20本以上自分の歯を保とう」をスローガンに始められた 8020運動は、平成元年に

厚生省と日本歯科医師会が提唱し、開始から 25年になる。8020運動が開始されたとき（75歳以上該当

者）は 10人に 1人にも満たない状況であったが、平成 17年（歯科疾患実態調査）では 23％が達成し、

運動の成果が表れている。 

 ところが、高齢者の増加に伴い、非達成者も約 2.5倍以上増加している現状である。上富良野町は平

成 26 年 2 月 8 日、多くの町民の賛同のもと「健康づくり推進のまち宣言」をした。宣言にふさわしい

健康推進施策のため、26年度予算でも保健福祉課新規事業として歯周疾患健診（成人期）事業を見込ん

でいる。当町は特定健診率がトップクラスであり、先進的保健福祉推進の町として高い評価を受けてい

ることから、今後における有効な施策として 20歳からの 8020運動を展開すべきと考える。 

 今回、40歳から 60歳まで 5歳きざみの歯周疾患健診と限定したことと、町内の 8020運動達成者は何

人くらいいるのか、今回の施策で何を目指していくのか伺いたい。 

また、町内にある歯科医院との連携について伺いたい。 

2 ふるさと納税について 

 （町 長） 
 平成 20 年 4 月から地方税法の改正により始まった「ふるさと納税」は、自分の育った故郷の自治体

や応援したい都道府県、市区町村に対し寄付をすると寄付金額のうち 2,000円を超える分の所得税が寄

付した年に控除され、住民税は翌年度から控除される制度である。 

平成 24年 3月にも同じ項目で質問したが、その間に平成 25年度は過去最高の納税額を記録する自治

体が相次いでおり、テレビや新聞・雑誌などで広く取り上げられ、ふるさと納税が着実に広がっている

現状がある。 

都道府県と市町村を合わせた寄付件数が平成 20 年に 5 万件だったものが平成 24 年度は 12 万件とな

っている。十勝の浦幌町では 24 年度に道内最多の 1,751 件で約 1,050 万円の寄付があった。当町でも

超高速ブロードバンドが整備されたことから、インターネットでのクレジット決済を導入するなど、納

税者への手続きの利便性を考えながら進めることが必要ではないかと考える。地元の良さをセレクトし

た農産物や加工品、商品券などを特典として贈呈し、かつ、上富良野町の知名度の向上や観光資源の PR

効果にもつなげることができると考える。寄付金を待っている受身的な行政ではなく、ふるさと納税を

利用して攻めの税収アップにつなげる努力はしないのか伺う。 
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3 いじめ防止と地域参加コミュニテ

ィ・スクールについて 

 （教育長） 

北海道内で「いじめ」と認められた件数は、ここ数年毎年 3,000件を超える深刻な状態が続いている。

平成 25年 6月 28日に公布された「いじめ防止対策推進法」のもと、北海道がこの深刻化するいじめ問

題に対応するため、都道府県で初めてとなるいじめ防止に向けた条例の制定を目指している。 

当町の平成 25年度全国学力・学習状況調査の結果で特に小学生においては 100％の児童が「いじめは

よくないこと」だと共通認識を持っており、「いじめ」に対するこれまでの教育施策の対応が十分に反

映された調査結果となっている。 

 しかしながら、現在いじめがないからこのままでいいことにはならない。いじめは決して許されない

ことであり、どの学校においてもいつでもどの児童生徒にも起こりうることであるとともに、予防策を

含めて危機感を持つことが大切である。 

このいじめ防止には今まで以上に道徳の重要性と、差別意識を無くす人権尊重への理解が地域におい

ても必要であり、この熟度を上げていくことが今後の新しいまちづくりに反映される原動力になり得る

と考えている。 

さらに、地域と保護者の将来の連携を考えるとコミュニティ・スクールの設置による地域参加型の形

態も考慮に加える必要があると思われる。地域で取り組む総合的な社会意識の向上と、教育の場で取り

組む人権教育の充実を図っていくことが重要と考えている。教育長に今後のスタンスを含め、このいじ

め防止についてとコミュニティ・スクールについて伺いたい。 

4 おもてなし教育について 

 （教育長） 
 北海道教育委員会は平成 26 年度より公立の小中学校においてホスピタリティ（おもてなし）教育を

始めるとしているが、上富良野町ではどのような教育内容で進めようとしているのか伺いたい。 

 また、特に教育の現場などでは、教育関係者が新たに学ばなければならないことも想定され、これら

についてどのような配慮と観点が必要とされるのか伺いたい。 

2  3番 村上 和子 

１ 大幅改正になる介護・医療・農業

について、国の動向を見据えた政策

の展開を 

（町 長） 

 第 5次総合計画の後期 5か年計画の初年度を迎え、将来の財政規律を見据えた予算の編成がされてい

るが、今後国の方針が大幅に改正される医療・介護・農業について、政策の展開をすべきではないか次

の点について伺いたい。 

(1)介護保険の保険料の抑制を 

介護保険も要支援 1、2の認定を受けた人の訪問介護とディサービスを介護保険の給付から外し、生

活支援などのサービスが市町村の事業に移行され、介護サービスの利用料が 1割から 2割に引き上げら

れることとなった（単身者で年金収入 280万円以上などが対象）。当町の介護認定出現率は低いが、 
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 重度にならないための課題対応策を見つけ出し、平成 27 年に行われる国の改正に向け保険料の抑制に

つながるように今年度から取り組むべきではないか。 

(2)病院の安定経営について 

 町はこれまで国の長期療養型病床削減の動向をいち早く対応し、36床から 28床の老健病床へ転換を

図り、今日の比較的安定した経営がされていると考える。しかし、国では新たに地域医療構想が策定さ

れ、病床を「高度急性期」「急性期」「回復期」「慢性期」の 4 つの機能に分けて再編し、必要な病床数

を削減しようとしている。リハビリ充実、地域抱活ケア病床など、今後についての方向性の取り組みを

伺う。 

(3)農業政策に町としてはどのように関わるのか。 

 政府は 2018 年に生産調整廃止（減反）を打ち出した。米の生産を制限して米価を下支えしようと減

反を 40 年余りに渡って続けてきたが、農家へは非主食の米（飼料米）を作るように促すため、収入を

標準化する仕組みを導入する方針である。何を作るかに関係なく、町としては担い手を支えるべきと考

えるが、このような国の農業政策に対して行政はどのように関わっていくのか伺う。 

 2 子どもの体力と学力向上を 

（教育長） 
 体力が全ての活動の源であり、運動や健康の他に気力や知力の充実に大きく関わる。各学校での体力

づくり・運動の取り組み状況について伺いたい。 

 また、学力向上については教育振興計画も策定されたことから、全国学力テストからの課題に対する

取り組みについて、土曜授業の実施に向けてはどのように考えているのか伺う。 

3  9番 岩崎 治男 

1 東中中学校閉校後の対応について 

           （町 長） 

東中中学校は、去る 2 月 16 日に閉校式典が挙行され、喜びや悲しみなど思い出も多く、郷愁の念が

心の奥に深く刻まされるものとなった。東中中学校の歩んできた 67 年の道のりは長くもあり、あっと

いう間の歴史でもあった。来る 3 月 17 日には最後の卒業式が行われ、東中中学校の門を閉ざすことと

なる。 

 生徒数の減少は時代の潮流として受け止めるしかなく、東中中学校のともし火が消えることは本当に

寂しい限りである。 

 東中中学校閉校後の諸対応について、現有の校舎や体育館、敷地など施設の全般にわたり、今後はど

のような取り運びとなるのか、次の点について町長に伺いたい。 

(1)自衛隊の武道（銃剣道、柔道）などの練習場、体育協会を中心としたゲートボール、デニス、卓

球、バレーボール、バスケットボールなどスポーツ施設としての活用を考えては。 
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 (2)民間の方による画廊や写真館、物産展示館としての利用は。または農産物の直売所として利用し

ては。 

(3)アグリ（農業関係者）の宿泊施設として利用しては。 

(4)工場等の企業誘致を考えてはどうか。 

(5)上富良野中学校改築工事に伴う仮設校舎として利用しては。 

2 クリーンセンターについて 

（町 長） 
 上富良野町クリーンセンターは近代的なごみ焼却施設、リサイクル施設として平成 9年・10年度の継

続事業で完成した。 

 特に、公害防止装置や有害ガス除去装置など大気汚染の防止に万全を期した施設となっている。 

 また、平成 7年には最終処分場施設を加え、上富良野町クリーンセンターとして稼働している。この

有効な施設も 15 年が経過していることから、安心・安全がきちんと確保されているのか次の点につい

て町長に伺う。 

(1)排ガス、ダイオキシンの濃度は基準値内で稼働しているのか。 

(2)直近のダイオキシンの測定量は。 

(3)ダイオキシン類を適正に保つため、活性炭を使用していると聞いているが、1カ月にどの程度使用

し、年間ではどの程度の費用がかかっているのか。 

(4)平成 7 年度に完成し、利活用している最終処分場の埋め立て地は、今後、何年ぐらい使用可能な

のか。 

4  12番 岡本 康裕 

 1 これからの健康づくりについて 

（町 長） 

 平成 26 年 2 月 8 日、わが町上富良野において健康づくり推進のまち宣言町民大会が執り行われ記念

講演をはじめとする、健康を啓発する各種の取り組みを行った。 

また、宣言文を町民とともに読み上げ、意義深いのもとなった。 

そこで、町長に、次の点について伺う。 

(1)かみんのプールに指導者を配置して、運動の指導を行っているが、かみん及び社会教育総合セン

ターに設置しているトレーニングマシンを活かして、ここにも指導者を配置し、トレーニングをサ

ポートする考えはないか。 

(2)宣言を機に地元で採れる新鮮な野菜等を供給するような取り組み、または仕組みづくりを考えて

はどうか。 
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 (3)関係各課を横断した取り組みを通じて、より効果的なものになると考えるが具体的な施策は考え

ているか。 

(4)協働して町民が参画できるような環境づくりや啓発活動をどのように考えているか。 

 2 観光について 

（町 長） 
平成 24 年 12 月にわが町にも、「上富良野観光振興計画」が策定されたが、これからの十勝岳におけ

る観光のあり方について町長の考えを伺う。 

(1)計画にも盛り込まれている，「観光人材育成プロジェクト」にある、ボランティアガイドの育成の

テーマに対し、ホスピタリティの観点から、自然ガイド・山岳ガイド等の早急な育成が急務である

と考えるが、資格取得の一部を助成するような制度の創設は考えなれないか。 

(2)年々、登山を愛好する観光客の方が増えているが、事故に備えての救難体制や装備を今まで以上

に整える考えはないか。 

(3)既存の散策路の荒廃が目立つが、国や道への働きかけや今後の整備はどのように考えているか。 

また、新たな散策路の発見や開拓は考えていくことは考えられないか。 

5  4番 米沢 義英 

1 国民健康保険税について 

         （町 長） 

景気が低迷し、給与、売上が伸びず、その一方で、年金は下がり、電気料金、灯油、食料品などが値

上がりする中で、町民の生活は大変な状況にあり、この時期に国民健康保険税率の引き上げは加入者に

とって、納得のできるものではないと考えるが、次の項目について町長の見解を求める。 

(1)一般会計からの繰り入れを行い、引き上げをやめるか、抑制すべきでは。 

(2)所得の少ない世帯ほど保険税の負担率が高くなると考えるが。 

2 子育て支援について 

（町 長） 
 子育て支援に関する要望は多様になってきているが、次の項目について町長の見解を求める。 

 (1)保育料の負担の軽減を図るとして、4 階層を 2 分割にしようとしているが、他の階層においても

保護者負担があることを考えれば、4 階層以外においても保育料を分割し、保護者負担の軽減をす

べきでは。 

(2)現在保育所に就学前の子供さんが 2 人以上いる場合、2 人目の子どもは半額に、3 番目の子ども

は無料になっているが、基準を緩和して、1 人目の子どもが就学している場合でも同様に対応すべ

きでは。 

3 町立病院の改築について 

          （町 長） 
 町立病院は、住民の健康を守るうえからも地域に欠かせない医療機関となっている。また、災害時に

は医療拠点ともなる重要な医療機関でもあるが、町立病院が建設されて 34 年以上経過し、施設機能も 
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 古くなり、建物も老朽化し耐震基準に合わなくなってきていると考える。今後、町立病院の改築をいつ

までにするのか明確な位置づけが必要と考えるが、対応は。 

4 空き地空き店舗について 

          （町 長） 
 観光振興等を進める町としては、空き地空き店舗が増え、寂しい街並みになってきている。駅前を始

めとする空き地空き店舗の集約を始めとした街並みの整備が求められてきていると考えるが、今後の対

応は。 

5 地場産品の販売と普及について 

          （町 長） 
町には地酒の清酒として販売されている紫のときめきがあるが、広く町民に飲まれてはいない。 

一方で、地元の小麦粉を活用し製品化された、パスタ、ラーメン、地元のブドウを活用したワインを

製造販売するなど新たな取り組みも出てきているが、これからという状況にあると考える。 

今後、町としても関係する協議会や団体と話し合い、商品を育て販売する取り組みが必要と考えるが、

対応は。 

 


